
 

原子力発電で供給している分のエネルギー・電力を節電で補えるのか 
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始めに・・・ 

 

経済産業省より節電の呼びかけが行われているのをご存知の方は多いだろう。そして、

その中でも「今回の節電啓発活動は、夏期の電力需要供給の改善が一義的な目的である

が、単に短期的な取組として終わらせるのではなく、経済性の向上等にも寄与する形で

の省エネの継続的な実施を通して、我が国の長期的なエネルギー需給構造の強化、仕事

と生活の調和がとれたライフスタイルの実現につなげるものとする。（資源エネルギー

庁、『夏期の節電啓発について』より）」という節は、これまでの日本の多々ある問題点

を指摘し、今後それらの点を振り返っていくことを日本社会や企業、家庭の全体に知ら

せている。 

暫定的な節電対策、電力やエネルギーの作りすぎ・使いすぎ、勤勉な日本人の仕事づ

けのライフスタイル。この中でも、節電に焦点を当てていき、そして、日本と違って脱

原発をいち早く決めたドイツについても取りあげていきたいと思う。 

 

 

節電の重要性を考えた理由 

 

どうして節電に重きを置こうと思ったか、その理由は二つある。 

まず第一に、現在の日本の生活環境に疑問を抱いたからだ。何をするにも私たちは電

気を使っている。例えば、部屋の照明、明かり 1つを灯すにもスイッチ１つで便利だが、

このスイッチにも電気が使われていることを果たして考えたことがあるだろうか。この



 

スイッチがもし仮に無かったらどうなるのだろう。現在普及している、多くの照明は明

かりがつけられないかもしれない。そして、手動のひも付きタイプの照明が存在するこ

とを考えると、スイッチにまで電力を使うことにいささか疑問が生じてくる。 

第二の理由として、現在、再生可能エネルギーの普及が万事の解決策のように取りあ

げられているが、全てのエネルギーを安全な再生可能エネルギーに変換できる日はいつ

になったら来るのだろう。国民である私たちは、福島原発の被災者ではないにしても、

被害者という顔をして、エネルギー革新、技術進歩をただ待つだけで、今まで通りに電

力やエネルギーを消耗し続けていいのだろうか。これって他人任せというか、他人事に

なってしまっていないだろうか。 

全ての問題を、今後普及してくると思われる再生可能エネルギーで賄って解決すれば

いいという考え方では、私たち国民は福島原発の加害者から脱しきれない。なぜなら、

再生可能エネルギーで電力を供給できる量にも限界があり、そもそも国民が今まで電力

を大量に消費して、需要があったからこそ、原子力発電所が日本中に次々と建てられて

しまったのである。 

そこにはもちろん、電力会社の様々な思惑によって、無知な国民が誘導されてきたこ

とも否定はできない。東京電力はオール電化住宅を、安全で環境にも優しいとして宣伝

し、東京電力管内で 2008年以降急速に普及した。この件については、3年間で原子

力発電プラント 2 基分にあたる約 200 万 kW 分の電力消費が増えた可能性が指摘さ

れている。（読売新聞、「オール電化住宅、普及裏目、・・・原発 2 基分の消費増」より）

2011年3月の東日本大震災では福島第一原子力発電所事故をはじめとして発電イン

フラに多大な被害が生じ、計画停電が行われるなど長期にわたって電力供給に支障

をきたしたため、オール電化住宅の弱点が露呈し販売を休止する事態となっている。 

だが、もう知らなかったでは許されない。電力会社は原子力発電所の存在の正当

性・必要性を、電力の大幅な需要を作り出すことによって示そうとしたわけである。

これ以上原発による被災者を増やさないためにも、国民は賢くならなければならな

い。 

また、今回の節電アクションを一過性のものにしないためにも、必要な取組は今

夏を越えても持続していくべきだ。 

 

家庭での節電効果について 

 

家庭での節電対策として、資源エネルギー庁は 7つの点をあげている。仮にそれ

をそのまま実行したとしてどれだけ節電効果があるか、考えてみたい。①エアコン

は設定温度を 2℃上げると、一台につき、130Ｗの節電効果、②すだれで窓からの日

差しを遮った場合にはエアコン電力のうち 120Ｗを節電できる。また、③エアコン

でなく扇風機を使用した場合、扇風機を 2.6 台稼働させる計算で、600Ｗも節電で

http://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%9D%B1%E6%97%A5%E6%9C%AC%E5%A4%A7%E9%9C%87%E7%81%BD
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%A6%8F%E5%B3%B6%E7%AC%AC%E4%B8%80%E5%8E%9F%E5%AD%90%E5%8A%9B%E7%99%BA%E9%9B%BB%E6%89%80%E4%BA%8B%E6%95%85
http://ja.wikipedia.org/wiki/%E8%A8%88%E7%94%BB%E5%81%9C%E9%9B%BB


 

きる。 

全国の世帯数は 5,287 万 7,802 世帯、1 世帯の構成人員平均は 2,4 人ということ

で 1 世帯当たり 2.6 台のエアコン（1 台につき 695Ｗ）を使っているとして、日本

全土における家庭での節電効果を算出すると、 

① 5287万（世帯）×2.6（台）×130（Ｗ）＝1787万（ｋＷ） 

② 5287万×2.6×120（Ｗ）＝1649万 5千（ｋＷ） 

③ 5287万×2.6×600（Ｗ）＝8247万 7千（ｋＷ） 

冷蔵庫（207Ｗ）、④設定を「強」から「中」に変え、扉をあける時間を減らし、食

品を詰め込まないようにする（11％の削減効果）。1世帯当たりの平均所有台数は 1.2

台。）  

④ 5287万×207×1.2×0.11＝144万 4千（ｋＷ） 

照明（68Ｗ）⑤日中は照明を消し、夜間もできるだけ減らして 5％（60Ｗ）の削減に。 

⑤ 5287 万×60＝317万 2千（ｋＷ） 

テレビ（65Ｗ）の⑥ながら見をやめる。（テレビ視聴の約 3割はながら見）（1世帯当た

りの平均所有台数は 2.4台。） 

⑥ 5287 万×2.4×65×0.33＝272万 2千（ｋＷ） 

トイレの温水洗浄便座（7Ｗ）⑦便座保温をオフにすると 5Ｗの節電。 

⑦ 5287 万×5Ｗ＝26万 4千（ｋＷ） 

待機電力（34Ｗ）⑧リモコンの電源ではなく本体の主電源も切る、長時間使わない機器

はコンセントからプラグを抜くと 70％の削減効果。 

⑧ 5287万×34×0.7＝125万 8千（ｋＷ） 

① ～⑧（③を除く）を全部足して、家庭でできる節電のエネルギー総量は 

4322万 5千（ｋＷ）となる。 

（節電基本数値：資源エネルギー庁、「節電効果の算出根拠」より、計算：加藤） 

 商業用の原子力発電所は 54機、合計出力 4884万 7千（kW）の数値で（電気事業連合会、

「発電設備と発電電力量」より）、震災前後で原子力発電の電力量は大きく違うが、参考

程度に計算したいと思う。 

4322万 5千÷4884万 7千×100＝88.4（％）             （計算：加藤） 

原子力の電力量に対する、家庭での節電エネルギー量の割合は、約 88％にもなり、節

電すれば、原子力発電の供給電力の大半を補えてしまうのだ。また、③のエアコンに関

していえば、扇風機に変えるだけで 8247 万 7 千ｋＷという途方もない数値の電力量

が節電できてしまう。ただ③の数値はグラフや原子力割合の計算には含めていない。

これは、猛暑の夏にエアコンを一切つけないのはあまりに極端で厳しい、非現実的

な方法かつ非現実的な数値だと思われることで、ちょっとした節電の取り組み自体

を敬遠してほしくなかったためである。まずは自分にできる範囲での節電でいい。

たとえば、朝や夜の比較的涼しい時間帯にはなるべく扇風機にしてみるというのは



 

どうだろうか。やはり、節電の意識を持って行動することは大切である。 

 

 

                            （作成：筆者）     

 

原子力発電所が無くなっても大丈夫なのだろうか。 

 

年間を通じて最も電力の消費が大きいのが 7・8 月であり、真夏の一番暑い昼下がりの午

後２時過ぎが１日の中で電力使用量のピークとなる。電化製品の中で最も電力を消費する

のは大抵エアコンであり、会社でも家庭でもエアコンの出力を最も強くする、午後１時過

ぎから午後３時頃までのわずか２時間程度を電力会社は「原子力」「水力」「石油・石炭」

や「揚水式発電」など、できる限りの発電所を「総動員」して、発電し電力を供給してい

る。電力は蓄えておくことができないため、夏の昼下がりのこの２時間程度のピーク時に

も、「停電せず、安定した電力を供給する」ために、現状として、全国に原子力発電所な

どの数多くの発電所が必要となっている。(原子力教育を考える会、「原子力政策の問題点」

より) 

気温が１℃あがると、全国では 170 万ｋＷの電力が必要になり、これは原発約 1.5 基分

に相当する(原子力教育を考える会、「原子力政策の問題点」より)そうだが、その分逆に

エアコンの設定温度を下げるなど工夫して節電すれば、原発を含め、発電所を減らすこと

が出来るのではないだろうか。 

現実に、2003 年春、前年の秋に発覚した原発事故隠しの影響で、東京電力管内全１７原

発が点検のため停止され（17 基の合計出力は 1730 万 8 千ｋＷ）、同電力の 01 年度の年間
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発電電力量のうちに占める原発の発電量の割合は 47％と 2 分の 1 に近く、それがすべて停

止する事態が 03 年 4 月 15 日に起きているが、電力不足は起きなかった。(原子力教育を考

える会、「原子力政策の問題点」より) 停電を起こさないために東電は企業に対し、今回

の震災後のように、一生懸命に節電やピーク時の電力消費をシフトする取り組みを呼びか

けたりしたそうだが、こういう取り組みを今後もずっと続けていくことは不可能なのだろ

うか。この節電の取り組みによる成果は、原子力発電所は無くても大丈夫という証拠では

ないか、と少なくとも私は考える。 

 

～ ド イ ツ の 脱 原 発 は 、 節 電 が 基 盤 ～  

 

ドイツは 2021年までに原子力発電所の撤廃を取り決めた。そのドイツの、節電と再生可

能エネルギーを基盤に置いた原子力脱却への取り組みについて紹介したいと思う。 

 

① 2050 年には再生可能エネルギーによって供給される発電量を少なくとも 80%にする 

(2030年には 50%以上、2020年には 35%)。 

今日、ドイツにおいて再生可能エネルギーの発電量は、全体のおよそ 18%を占めている。

今後、主な新しい再生可能エネルギー源は海上風力で、2020 年には追加の風力発電により

10ギガワットまで、2050年には全発電量のおよそ 3分の 1が風力由来になることを目標と

している。陸上風力の占める比率は 2050年には全電力の 20～25%の間になる。 

 

② 送電網を強化するための大規模投資が計画される。 

主に、海上風力発電の設備がある北ドイツと、人口や工業が集中しているために電力需

要の大部分を占めている南ドイツ間の送電網が強化される。まだ存在していないこの送電

網の開発は国家的な計画として打ち出され、これらの送電網は、ドイツではまだ本格的に

導入されてはいないが、消費者にエネルギー消費量を調整することを可能にする「スマー

ト・グリッド」なネットワークに支えられることになる。 

 

③ エネルギー効率、節電。 

ドイツでは、エネルギー消費量を 2020年までに 10%、2050年までに 25%削減することが

目標となる。全体のエネルギー消費量は 2050年までに 50%の削減となるが、この目標をど

のように達成するのか。それには少なくとも、電化製品に関する欧州委員会のエコデザイ

ン指令を、できるだけ早く施行することが必要となる。 

 

④ 2020年から、ドイツにおいては化石燃料エネルギーを用いて暖められる建物を建造す

ることが不可能になり、低エネルギー住宅に移行していく。 

http://europa.eu/legislation_summaries/other/l32037_en.htm
http://europa.eu/legislation_summaries/other/l32037_en.htm


 

これからの建築物にはとても高品質な熱設備つまりバイオマス、太陽光あるいは電気

ヒートポンプによる暖房などが設置され、強制力を持った法令として施行される。 

問題はこれらの斬新な建物がまだ現在、建築物総数のごくわずかにしかないことであ

る。ガスは再生可能エネルギーの時代へ向けた過渡期的な技術であり、風や太陽がない

時に電力を作ることのできる柔軟性のあるエネルギー源として重宝するが、エネルギー

産業におけるガスの使用増加は、安易により多量のガスを使用するということではない。   

建築物の耐熱性等―二重窓にすることで部屋の冷気や暖かさを逃さない、風通しをよ

くすることでエアコンの使用を減らすなど建物の構造やつくり自体の改修をもとに、住

居地区におけるガスや電力の使用量は低下し、エネルギーを根本から節約していく。 

 

～ドイツ家庭での節電・エコ用語～ 

・白熱電球（Glühlampen）の変わりに省エネ電球（Energiesparlampen） 

・夜間ストレージヒーター（Nachtspeicherheizungen）で寒い夜間に熱エネルギーを持続

的に保つことによる省エネ効果。 

・CO2計算機（CO2-Rechner）家庭における二酸化炭素、温室効果ガスの年間排出量を計

算し、減らすためのアドバイスをしてくれる。 

・エコデザイン(Ökodesign)：ＥＵ規定に基づいたエコで省エネな電化製品のデザイン。 

・二重窓（Doppelfenster）家の断熱、温めた熱を家の外に逃さない工夫の一つ。 

 

ちなみに・・ 

ドイツ全体のエネルギ－の約 30％は家庭で消費され、家庭でのエネルギ－消費の 80％が

暖房によるもの。つまり、ドイツにおいて家庭における暖房エネルギ－を節約できれば、

非常に効果的な省エネ・環境保護になる。そのためには、暖めた熱をいかに家の外へ逃が

さないかがポイントであり、ドイツで断熱設備がとても大切な理由はここにある。 

 ドイツでは 1982 年に家屋の断熱基準に関する法規が制定され、家屋が備えなければなら

ない断熱効率レベルが決められている。この規制は k-Wert という単位で定められており、

年々、環境保護の観点から厳しい監査基準となっている。また、より割安な断熱材の開発

が進められ、普及がはかられて、ドイツの節電対策がより効果的なものとなっている。 

 

 

最後に・・・ 

 ドイツの政策からも学べることだが、将来を見越したうえでの長期的視野の取り組みが

重要であり、日本がオール電化住宅で目先の利益に飛びついているときに、ドイツはより



 

低エネルギーで済む住宅について模索していたというような視野の広さの違いが日独の比

較としてあげられ、今回の脱原発への方向性や取り組みに差を生じさせている。 

また、結論として私が言いたいのは、単純に節電によって原子力発電を廃止しようとい

う原発反対論ではなくて、電気やエネルギーを当たり前のように大量消費していた今まで

のライフスタイルを見直し、少しずつ低エネルギー型に変えていくことが大切だというこ

とである。 

節電対策をして、必要最低限の電力・エネルギーの需要量にした上で、再生可能エネル

ギーや別のエネルギーで賄うという視点が、今後私たちが暮らしていく上で必要となるだ

ろう。 
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